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規

則 

埼
玉
県
税
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。 

令
和
七
年
二
月
十
八
日 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 

埼
玉
県
規
則
第
六
号 

 
 

 

埼
玉
県
税
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

 

埼
玉
県
税
条
例
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
五
年
埼
玉
県
規
則
第
四
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う

に
改
正
す
る
。 

 

第
六
条
の
十
二
第
三
項
第
三
号
中
「
運
転
免
許
証
」
の
下
に
「
又
は
同
法
第
九
十
五
条
の
二
第

四
項
に
規
定
す
る
免
許
情
報
記
録
個
人
番
号
カ
ー
ド
」
を
加
え
る
。 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

別
記
様
式
第
十
一
号
の
二
中 

 
 

 
 

 
 

 

を 
 

 
 

 
 

 
 

に
改
め
、
同
様
式
の 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

注
意
中
「 

 
 

 
 

」
の
次
に
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
」
を
加
え
る
。 

 
 

 

附 

則 

１ 

こ
の
規
則
は
、
令
和
七
年
三
月
二
十
四
日
か
ら
施
行
す
る
。 

２ 

こ
の
規
則
に
よ
る
改
正
前
の
埼
玉
県
税
条
例
施
行
規
則
に
定
め
る
様
式
に
よ
る
用
紙
は
、
当 

 

分
の
間
、
所
要
の
調
整
を
し
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 

運
転
免
許
証
 

 

「 

」 

運
転
免
許
証

又
は
免
許
情

報
記
録
個
人

番
号
カ
ー
ド
 

 

「 

」 

運
転
免
許
証

 
又
は
免
許
情
報
記
録
個
人
番
号
カ
ー
ド

 



タ
イ
ル
浴
槽
、
木
浴
槽

 
 
タ
イ
ル
浴
そ
う
、
木
浴
そ
う

 

□ 印
 

規

則 

埼
玉
県
公
舎
管
理
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。 

令
和
七
年
二
月
十
八
日 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 

埼
玉
県
規
則
第
七
号 

 
 

 

埼
玉
県
公
舎
管
理
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

 

埼
玉
県
公
舎
管
理
規
則
（
昭
和
五
十
年
埼
玉
県
規
則
第
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す

る
。 

 

様
式
第
一
号
中 

 
 

 
 

を 
 

 
 

 

に
改
め
、
「 

」
を
削
る
。 

 

様
式
第
二
号
中
「 

」
を
削
る
。 

 

様
式
第
三
号
か
ら
様
式
第
五
号
ま
で
の
規
定
中
「 

」
を
削
る
。 

 

様
式
第
六
号
中
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 
 

」
に
改
め
る
。 

 
 

 

附 

則 

 

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。 

「
職
氏
名
」
 

「 職
氏
名

フ
リ
ガ
ナ

 

」 
○ 印

 

○ 印
 



規

則 

公
衆
浴
場
法
施
行
細
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。 

令
和
七
年
二
月
十
八
日 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 

埼
玉
県
規
則
第
八
号 

 
 

 

公
衆
浴
場
法
施
行
細
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

 

公
衆
浴
場
法
施
行
細
則
（
平
成
二
十
年
埼
玉
県
規
則
第
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

す
る
。 

 

第
九
条
第
二
項
の
表
第
三
号
中
「
大
腸
菌
群
」
を
「
大
腸
菌
」
に
改
め
る
。 

 
 

 

附 

則 

 

こ
の
規
則
は
、
令
和
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

 



規

則 

旅
館
業
法
施
行
細
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。 

令
和
七
年
二
月
十
八
日 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 

埼
玉
県
規
則
第
九
号 

 
 

 

旅
館
業
法
施
行
細
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

 

旅
館
業
法
施
行
細
則
（
昭
和
四
十
年
埼
玉
県
規
則
第
五
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

す
る
。 

 

第
九
条
第
二
項
の
表
第
三
号
中
「
大
腸
菌
群
」
を
「
大
腸
菌
」
に
改
め
る
。 

 
 

 

附 

則 

 

こ
の
規
則
は
、
令
和
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

 



規

則 

埼
玉
県
宅
地
建
物
取
引
業
法
施
行
細
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。 

令
和
七
年
二
月
十
八
日 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 
 

 
 

埼
玉
県
規
則
第
十
号 

 
 

 

埼
玉
県
宅
地
建
物
取
引
業
法
施
行
細
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

 

埼
玉
県
宅
地
建
物
取
引
業
法
施
行
細
則
（
平
成
十
五
年
埼
玉
県
規
則
第
六
十
三
号
）
の
一
部
を

次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 

第
二
条
中
「
第
五
条
の
三
」
を
「
第
五
条
の
二
」
に
改
め
る
。 

 

第
三
条
第
一
項
中
「
規
定
す
る
免
許
申
請
者
」
を
「
規
定
す
る
法
第
三
条
第
一
項
の
免
許
を
受

け
よ
う
と
す
る
者
」
に
改
め
る
。 

 

第
四
条
中
「
第
五
条
の
三
第
一
項
の
宅
地
建
物
取
引
業
者
名
簿
登
載
事
項
変
更
届
出
書
」
を
「
第

五
条
の
二
第
一
項
の
変
更
届
出
書
」
に
改
め
る
。 

 

第
五
条
中
「
第
五
条
の
五
」
を
「
第
五
条
の
四
」
に
改
め
る
。 

 

第
十
三
条
を
削
り
、
第
十
四
条
を
第
十
三
条
と
す
る
。 

 

第
十
五
条
第
一
項
中
「
様
式
第
八
号
」
を
「
様
式
第
七
号
」
に
改
め
、
同
条
を
第
十
四
条
と
す

る
。 

 

第
十
六
条
中
「
様
式
第
九
号
」
を
「
様
式
第
八
号
」
に
改
め
、
同
条
を
第
十
五
条
と
す
る
。 

 

第
十
七
条
中
「
様
式
第
十
号
」
を
「
様
式
第
九
号
」
に
改
め
、
同
条
を
第
十
六
条
と
し
、
第
十

八
条
を
第
十
七
条
と
す
る
。 

 

様
式
第
七
号
を
削
る
。 

 

様
式
第
八
号
中
「 

 
 

 
 

 
 

 

」
を
「 
 

 
 

 
 

 
 

」
に
改
め
、
同
様
式
を
様

式
第
七
号
と
す
る
。 

 

様
式
第
九
号
（
一
）
中
「 

 
 

 
 

 
 

 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 

」
に
改
め
、
同
様

式
を
様
式
第
八
号
（
一
）
と
す
る
。 

 

様
式
第
九
号
（
二
）
中
「 

 
 

 
 

 
 

 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 

」
に
改
め
、
同
様

式
を
様
式
第
八
号
（
二
）
と
す
る
。 

 

様
式
第
十
号
（
一
）
中
「 

 
 

 
 

 
 

 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 

」
に
改
め
、
同
様

式
を
様
式
第
九
号
（
一
）
と
す
る
。 

 

様
式
第
十
号
（
二
）
中
「 

 
 

 
 

 
 

 

」
を
「 

 
 

 
 

 
 

 

」
に
改
め
、
同
様

式
を
様
式
第
九
号
（
二
）
と
す
る
。 

 
 

 

附 

則 

 

こ
の
規
則
は
、
令
和
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

 

（
第
１
５
条
関
係
）

 
（
第
１
４
条
関
係
）

 

（
第
１
６
条
関
係
）

 
（
第
１
５
条
関
係
）

 

（
第
１
６
条
関
係
）

 
（
第
１
５
条
関
係
）

 

（
第
１
７
条
関
係
）

 
（
第
１
６
条
関
係
）

 

（
第
１
７
条
関
係
）

 
（
第
１
６
条
関
係
）

 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
百
一
号 

 
次
の
雨
水
流
出
抑
制
施
設
は
、
埼
玉
県
雨
水
流
出
抑
制
施
設
の
設
置
等
に
関
す
る
条
例
（
平
成

十
八
年
埼
玉
県
条
例
第
二
十
号
）
第
五
条
第
一
項
の
規
則
で
定
め
る
技
術
的
基
準
に
適
合
す
る
と

認
め
た
の
で
、
告
示
す
る
。 

 
 

令
和
七
年
二
月
十
八
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 
 

 
 

一 

許
可
番
号 

 
 

第
二
〇
二
三―

二
二―

三
号 

二 

雨
水
流
出
抑
制
施
設
の
敷
地
で
あ
る
土
地
の
区
域 

 

埼
玉
県
桶
川
市
大
字
川
田
谷
字
王
子
四
千
三
百
二
十
四
番
一
外
二
十
七
筆 

三 

雨
水
流
出
抑
制
施
設
の
容
量 

 
 

容
量 

六
百
七
十
八
・
〇
六
〇
二
〇
五
立
方
メ
ー
ト
ル 

 
 

浸
透
効
果
量 

〇
・
〇
一
六
九
七
二
二
立
方
メ
ー
ト
ル
毎
秒 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
百
二
号 

 
土
砂
災
害
警
戒
区
域
等
に
お
け
る
土
砂
災
害
防
止
対
策
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
二
年

法
律
第
五
十
七
号
）
第
七
条
第
一
項
及
び
第
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
指
定
し
た
土
砂
災
害
警

戒
区
域
及
び
土
砂
災
害
特
別
警
戒
区
域
（
平
成
二
十
七
年
埼
玉
県
告
示
第
二
百
八
十
九
号
）
の
う

ち
、
次
の
区
域
の
指
定
を
解
除
す
る
。 

 
 

令
和
七
年
二
月
十
八
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

一 

土
砂
災
害
警
戒
区
域 

      

二 

土
砂
災
害
特
別
警
戒
区
域 

            

南
中
丸 

土
砂
災
害
特
別
警

戒
区
域
の
名
称 

平
面
図
等
を
埼
玉
県

さ
い
た
ま
県
土
整
備

事
務
所
及
び
さ
い
た

ま
市
役
所
に
備
え
置

い
て
縦
覧
に
供
す
る
。 

土
砂
災
害
特
別
警
戒

区
域 

急
傾
斜
地
の
崩
壊 

土
砂
災
害
の
発
生

原
因
と
な
る
自
然

現
象
の
種
類 

平
面
図
等
を
埼
玉
県

さ
い
た
ま
県
土
整
備

事
務
所
及
び
さ
い
た

ま
市
役
所
に
備
え
置

い

て

縦

覧

に

供

す

る
。 

土
砂
災
害
の
発
生
を

防
止
す
る
た
め
に
行

う
建
築
物
の
構
造
の

規
制
に
必
要
な
衝
撃

に
関
す
る
事
項 

 

 

南
中
丸 

土
砂
災
害
警
戒
区
域
の
名
称 

 

平
面
図
等
を
埼
玉
県
さ
い

た
ま
県
土
整
備
事
務
所
に

備
え
置
い
て
縦
覧
に
供
す

る
。 

土
砂
災
害
警
戒
区
域 

 

急
傾
斜
地
の
崩
壊 

土
砂
災
害
の
発
生
原
因
と

な
る
自
然
現
象
の
種
類 

 



告 
 

示 

埼
玉
県
告
示
第
百
三
号 

埼
玉
県
宅
地
建
物
取
引
業
者
名
簿
等
閲
覧
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示
を
次
の
よ
う
に
定
め

る
。 

令
和
七
年
二
月
十
八
日 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 

 
 

 

埼
玉
県
宅
地
建
物
取
引
業
者
名
簿
等
閲
覧
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示 

 

埼
玉
県
宅
地
建
物
取
引
業
者
名
簿
等
閲
覧
規
程
（
昭
和
四
十
年
埼
玉
県
告
示
第
二
百
四
号
）
の

一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 

第
一
条
中
「
第
五
条
の
二
」
を
「
第
五
条
」
に
改
め
、
「
並
び
に
免
許
の
申
請
」
を
削
り
、
「
第

九
条
の
規
定
に
よ
る
変
更
の
届
出
に
係
る
書
類
」
を
「
第
十
条
に
規
定
す
る
特
定
書
類
」
に
改
め

る
。 

 

第
二
条
中
「
第
五
条
の
二
第
一
項
」
を
「
第
五
条
第
一
項
」
に
改
め
る
。 

 
 

 

附 

則 

 

こ
の
告
示
は
、
令
和
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
百
四
号 

 
平
成
二
十
五
年
埼
玉
県
告
示
第
四
百
六
十
七
号
（
埼
玉
県
の
指
定
金
融
機
関
、
指
定
代
理
金
融

機
関
及
び
収
納
代
理
金
融
機
関
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
し
、
令
和
七
年
四
月
一
日
か
ら
施

行
す
る
。 

令
和
七
年
二
月
十
八
日 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 

 

収
納
代
理
金
融
機
関
の
表
株
式
会
社
八
十
二
銀
行
の
項
取
扱
事
務
の
範
囲
の
欄
を
次
の
よ
う
に

改
め
る
。 

    

収
納
代
理
金
融
機
関
の
表
株
式
会
社
東
和
銀
行
の
項
取
扱
事
務
の
範
囲
の
欄
中
「
同
右
」
を
「
埼

玉
県
の
公
金
の
収
納
事
務
」
に
改
め
る
。 

一 

マ
ル
チ
ペ
イ
メ
ン
ト
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
収
納
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し
た
埼
玉
県
の
公
金
の

収
納
事
務 

二 

口
座
振
替
に
よ
る
収
納
事
務 



告

示 

埼
玉
県
川
越
建
築
安
全
セ
ン
タ
ー
所
長
告
示
第
三
号 

 
建
築
基
準
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
一
号
）
第
四
十
二
条
第
一
項
第
四
号
の
規
定
に
よ

り
、
道
路
の
指
定
を
次
の
と
お
り
行
っ
た
。 

令
和
七
年
二
月
十
八
日 

埼
玉
県
川
越
建
築
安
全
セ
ン
タ
ー
所
長 

国 

分 

政 

勝 

 



 

第

八

号 

指

定

番

号 
建

築

基

準

法 

第

四

十

二

条 

第
一
項
第
四
号 

指

定

に

係

る 
道

路

の

種

類 

令
和
七
年
二
月
十

日 指

定

の

年

月

日 

埼
玉
県
入
間
市
扇
台
三
丁
目
千
百
七
十
六―

一
、
千
百
七
十

六―

二
十
九
、
千
百
七
十
六―

三
十
、
千
百
七
十
九―

九
、

千
百
七
十
九―

十
及
び
千
百
七
十
九―

十
一
の
各
一
部
並

び
に
千
百
七
十
六―

二
十
九
及
び
千
百
七
十
九―

十
一
の

各
先 

 

指

定

に

係

る

道

路

の

位

置 

八
十
二
・
一 

 

指

定

に

係

る 

道

路

の

延

長 

（
単
位
メ
ー
ト
ル
） 

四
・
〇 

 

指

定

に

係

る 

道

路

の

幅

員 

（
単
位
メ
ー
ト
ル
） 



埼玉県警察本部告示第16号 

 令和７年度第１回埼玉県警察官（巡査）採用試験Ⅰ類、令和７年度第１回埼玉県警察官（巡

査）採用試験Ⅱ類、令和７年度埼玉県警察官（巡査）採用試験国際捜査Ⅰ類、令和７年度埼玉

県警察官（巡査）採用試験武道・体育指導Ⅰ類、令和７年度第１回埼玉県警察官（巡査）採用

試験サイバー犯罪捜査Ⅰ類及び令和７年度第１回埼玉県警察官（巡査）採用試験サイバー犯罪

捜査Ⅱ類を次のとおり実施する。 

令和７年２月18日 

                        埼玉県警察本部長 野 井 祐 一 

１ 試験の名称及び採用予定人員 

 (1) 令和７年度第１回埼玉県警察官（巡査）採用試験Ⅰ類 

                                男性      114人 

 女性      38人 

 (2) 令和７年度第１回埼玉県警察官（巡査）採用試験Ⅱ類 

男性      59人 

女性      20人 

 (3) 令和７年度埼玉県警察官（巡査）採用試験国際捜査Ⅰ類 

中国語      ２人 

ベトナム語      ２人 

 (4) 令和７年度埼玉県警察官（巡査）採用試験武道・体育指導Ⅰ類 

柔道      ２人 

剣道      ２人 

 (5) 令和７年度第１回埼玉県警察官（巡査）採用試験サイバー犯罪捜査Ⅰ類         

                                        ２人 

 (6) 令和７年度第１回埼玉県警察官（巡査）採用試験サイバー犯罪捜査Ⅱ類 

                                        ２人 

２ 受験資格 

 (1) 日本国籍を有する者 

 (2) 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第16条の規定に該当しない者 

 (3) 民法の一部を改正する法律（平成11年法律第149号）附則第３条第３項の規定により従



前の例によることとされる準禁治産の宣告を受けていない者 

 (4) その他次表のとおり 

  ア 学歴・年齢 

試 験 区 分 学 歴 年 齢 

Ⅰ 類 

国 際 捜 査 Ⅰ 類 

武道・体育指導Ⅰ類 

サイバー犯罪捜査Ⅰ類 

１ 学校教育法（昭和22年法律第26

号）による大学を卒業又は令和８

年３月までに卒業見込みの者 

２ 前記１に該当する者と同等の資

格があると認められる者 

平成２年４月２日以降

に生まれた者 

Ⅱ 類 

サイバー犯罪捜査Ⅱ類 

Ⅰ類に該当しない者 平成２年４月２日から

平成19年４月１日まで

に生まれた者 

  イ その他 

国 際 捜 査 Ⅰ 類 語学（受験言語）に堪
たん

能な者 

武道・体育指導Ⅰ類 柔道又は剣道に卓越した技術を有する、段位が四段（大学

卒業見込みの者にあっては三段）以上の者 

サイバー犯罪捜査Ⅰ類 

サイバー犯罪捜査Ⅱ類 

独立行政法人情報処理推進機構が実施する経済産業省認定の情

報処理技術者試験（情報セキュリティマネジメント試験及びＩ

Ｔパスポート試験を除く。）に合格している者及び合格する見

込みの者又は情報処理安全確保支援士となる資格を有する者及

び有する見込みの者 

３ 試験の方法 

 (1) 第１次試験 

  ア 試験種目 

   (ｱ) Ⅰ類、Ⅱ類及び武道・体育指導Ⅰ類  

     教養試験及び論文（作文）試験とする。 

     なお、論文（作文）試験の評価は第２次試験において行う。 

   (ｲ) 国際捜査Ⅰ類、サイバー犯罪捜査Ⅰ類及びサイバー犯罪捜査Ⅱ類 



     専門試験Ⅰ及び論文（作文）試験とする。 

     なお、論文（作文）試験の評価は第２次試験において行う。 

  イ 加点  

    Ⅰ類又はⅡ類を受験する者のうち、第１次試験当日において次表に掲げる資格等を有

しているものについては、申請に基づき審査を行い、加点する。 

資格・経歴区分 種 別 試験名称等 加点対象基準 

武  道 

 

 

 

空 手 道 全日本空手道連盟認定 初段以上 

日本拳法 日本拳法全国連盟認定 

柔 道 講道館認定 

剣 道 全日本剣道連盟認定 

合 気 道 合気会認定 

情  報 情報処理  独立行政法人情報処理推進機構が実施 

する経済産業省認定の情報処理技術者

試験及び情報処理安全確保支援士とな

る資格 

左記の試験に

合格し、又は

資格を有する

もの 

財 務 財 務  日商簿記検定  ２級以上  

語 学 

 

英 語 実用英語技能検定 ２級以上 

ＴＯＥＩＣ（※） 600点以上 

ＴＯＥＦＬ（ｉＢＴ）（※） 62点以上 

国際連合公用語英語検定試験 Ｃ級以上 

中 国 語 中国語検定試験 ３級以上 

漢語水平考試（ＨＳＫ） ４級以上 

中国語コミュニケーション能力検定試験 400点以上 

韓 国 語 ハングル能力検定試験 準２級以上 

韓国語能力試験 ４級以上 

ベトナム語 実用ベトナム語技能検定試験 ４級以上 

経 歴 スポーツ経歴 国民体育大会、全日本学生選手権大

会、全国高等学校総合体育大会、全

中学校を卒業

後に、左記の



国高等学校野球選手権大会、全国高

等学校選抜等大会及び選抜高等学校

野球大会 

いずれかの大

会に選手とし

て出場経験が

あり、その証

明ができるも

の 

※ 第１次試験日から過去２年以内に実施された試験のスコアを有効とする。 

 (2) 第２次試験 

  ア 試験種目 

   (ｱ) Ⅰ類、Ⅱ類及び武道・体育指導Ⅰ類 

     身体検査、体力検査及び人物試験とする。 

   (ｲ) 国際捜査Ⅰ類、サイバー犯罪捜査Ⅰ類及びサイバー犯罪捜査Ⅱ類 

     身体検査、体力検査、人物試験及び専門試験Ⅱとする。 

４ 試験の月日、会場及び合格発表   

試験 月  日 会  場 合格発表日時 合格発表の方法 

第 

一 

次 

試 

験 

５月 11 日（日）  埼玉県内のいずれ

かの施設で行う。 

 詳細は、別途埼玉

県警察ホームページ

に掲示する。 

５月23日（金） 

午前10時 

 

 合格者に文書

で 通 知 す る ほ

か、合格者の受

験番号を埼玉県

警察ホームペー

ジに発表日の午

前 10 時から７日

間掲示する。 

第 

二 

次 

試 

験 

 

 ５月31日（土）から６月２日（月）ま

でのいずれか１日及び６月14日（土）か

ら６月29日（日）までのいずれか１日

に、埼玉県警察学校で行う。ただし、１

都６県（東京都、埼玉県、千葉県、神奈

川県、茨城県、栃木県及び群馬県）以外 

に居住する者のうち希望するものは、身

体検査に代えて医療機関で実施した健康 

診断結果を埼玉県警察採用センターに提

８月13日（水） 

午前 10 時 



出することができる。 

 詳細は、別途埼玉県警察ホームページ

に掲示する。 

５ 試験の対象となる職の概要及び給与 

 (1) 職の概要 

   個人の生命、身体及び財産の保護、犯罪の予防、鎮圧及び捜査、被疑者の逮捕、交通の

取締りその他公共の安全と秩序の維持の任務に従事する。 

 (2) 給与 

  ア 令和７年１月１日現在における初任給（地域手当を含む。）の例は、次表のとおりで

ある。 

区 分 
採用（入校）時の初任給 

（100円未満切捨て） 

Ⅰ 類 

国 際 捜 査 Ⅰ 類 

武道・体育指導Ⅰ類 

サイバー犯罪捜査Ⅰ類 

287,500円 

Ⅱ 類 

サイバー犯罪捜査Ⅱ類 

短期大学・専門学校卒 276,900円 

高  校  卒 262,400円 

  イ 一定の経歴がある場合は、前記アの金額に所定の額が加算されることがある。 

  ウ 前記アのほか、支給要件に該当する場合は、扶養手当、住居手当、通勤手当、期末・

勤勉手当等が支給される。 

  エ 採用時までに給与制度の改正があった場合は、それによる。 

６ 採用の方法 

   合格者は、採用のための意向確認後、欠員の状況等に応じて逐次採用される。 

   採用の時期は、令和７年10月１日（水）以降の予定である。ただし、Ⅰ類の大学卒業見込

者、Ⅱ類の短期大学又は専修学校の卒業見込者、国際捜査Ⅰ類、武道・体育指導Ⅰ類、サイ

バー犯罪捜査Ⅰ類及びサイバー犯罪捜査Ⅱ類は、令和８年４月１日（水）以降の予定である。 

７ 受験手続 

 (1) 試験案内の入手方法 



   試験案内は、令和７年３月１日（土）から配布する。 

   また、埼玉県警察ホームページにおいて、令和７年３月１日（土）から閲覧及びダウン 

  ロードが可能となる。    

 (2) 申込方法 

   インターネットにより、埼玉県電子申請・届出サービスにおいて、必要事項を入力の上、

申し込むこと。 

 (3) 受付期間 

令和７年３月３日（月）午前９時から４月16日（水）午後５時までの間 

 (4) その他 

インターネットで申込みができない場合は、埼玉県警察採用センター宛て問い合わせる

こと。 

８ 試験についての問合せ先 

  埼玉県警察採用センター 

  さいたま市浦和区高砂三丁目15番１号 

  埼玉県警察職員採用フリーダイヤル（0120-373514） 



埼玉県警察本部告示第17号 

 令和７年度第２回埼玉県警察官（巡査）採用試験Ⅰ類、令和７年度第２回埼玉県警察官（巡

査）採用試験Ⅱ類、令和７年度第２回埼玉県警察官（巡査）採用試験サイバー犯罪捜査Ⅰ類及

び令和７年度第２回埼玉県警察官（巡査）採用試験サイバー犯罪捜査Ⅱ類を次のとおり実施す

る。 

令和７年２月18日 

                        埼玉県警察本部長 野 井 祐 一   

１ 試験の名称及び採用予定人員 

 (1) 令和７年度第２回埼玉県警察官（巡査）採用試験Ⅰ類 

男性       44人 

女性      14人 

 (2) 令和７年度第２回埼玉県警察官（巡査）採用試験Ⅱ類 

男性      98人 

女性      33人 

 (3) 令和７年度第２回埼玉県警察官（巡査）採用試験サイバー犯罪捜査Ⅰ類  

                                        １人 

 (4) 令和７年度第２回埼玉県警察官（巡査）採用試験サイバー犯罪捜査Ⅱ類  

                                        １人 

２ 受験資格 

 (1) 日本国籍を有する者 

 (2) 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第16条の規定に該当しない者 

 (3) 民法の一部を改正する法律（平成11年法律第149号）附則第３条第３項の規定により従 

  前の例によることとされる準禁治産の宣告を受けていない者 

 (4) その他次表のとおり 

  ア 学歴・年齢 

試 験 区 分 学 歴 年 齢 

Ⅰ 類 

サイバー犯罪捜査Ⅰ類 

１ 学校教育法（昭和22年法律第26

号）による大学を卒業又は令和８

平成２年４月２日以降

に生まれた者 



年３月までに卒業見込みの者 

２ 前記１に該当する者と同等の資 

 格があると認められる者 

Ⅱ 類 

サイバー犯罪捜査Ⅱ類 

Ⅰ類に該当しない者 平成２年４月２日から

平成20年４月１日まで

に生まれた者 

  イ その他 

サイバー犯罪捜査Ⅰ類 

サイバー犯罪捜査Ⅱ類 

独立行政法人情報処理推進機構が実施する経済産業省認定の情報

処理技術者試験（情報セキュリティマネジメント試験及びＩＴパ

スポート試験を除く。）に合格している者及び合格する見込みの

者又は情報処理安全確保支援士となる資格を有する者及び有する

見込みの者 

３ 試験の方法 

 (1) 第１次試験 

  ア 試験種目 

   (ｱ) Ⅰ類及びⅡ類 

     教養試験及び論文（作文）試験とする。 

     なお、論文（作文）試験の評価は第２次試験において行う。 

   (ｲ) サイバー犯罪捜査Ⅰ類及びサイバー犯罪捜査Ⅱ類 

     専門試験Ⅰ及び論文（作文）試験とする。 

     なお、論文（作文）試験の評価は第２次試験において行う。 

  イ 加点 

    Ⅰ類又はⅡ類を受験する者のうち、第１次試験当日において次表に掲げる資格等を有 

   しているものについては、申請に基づき審査を行い、加点する。 

資格・経歴区分 種 別 試験名称等 加点対象基準 

武  道 空 手 道 全日本空手道連盟認定 初段以上 

日本拳法 日本拳法全国連盟認定 

柔 道 講道館認定 



剣 道 全日本剣道連盟認定 

合 気 道 合気会認定 

情 報 

 

 

情報処理 

 

 

独立行政法人情報処理推進機構が実施

する経済産業省認定の情報処理技術者

試験及び情報処理安全確保支援士とな

る資格 

左記の試験に

合格し、又は

資格を有する

もの 

財 務  財 務  日商簿記検定  ２級以上  

語 学 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

英 語 実用英語技能検定 ２級以上 

ＴＯＥＩＣ（※） 600点以上 

ＴＯＥＦＬ（ｉＢＴ）（※） 62点以上 

国際連合公用語英語検定試験 Ｃ級以上 

中 国 語 中国語検定試験 ３級以上 

漢語水平考試（ＨＳＫ） ４級以上 

中国語コミュニケーション能力検定試験 400点以上 

韓 国 語 ハングル能力検定試験 準２級以上 

韓国語能力試験 ４級以上 

ベトナム語 実用ベトナム語技能検定試験 ４級以上 

経 歴 スポーツ経歴 国民体育大会、全日本学生選手権大

会、全国高等学校総合体育大会、全国

高等学校野球選手権大会、全国高等学

校選抜等大会及び選抜高等学校野球

大会 

中学校を卒業

後に、左記の

いずれかの大

会に選手とし

て出場経験が

あり、その証 

明ができるも 

の 

※ 第１次試験日から過去２年以内に実施された試験のスコアを有効とする。 

 (2) 第２次試験 

  ア 試験種目 

   (ｱ) Ⅰ類及びⅡ類 



     身体検査、体力検査及び人物試験とする。 

   (ｲ) サイバー犯罪捜査Ⅰ類及びサイバー犯罪捜査Ⅱ類 

     身体検査、体力検査、人物試験及び専門試験Ⅱとする。 

４ 試験の月日、会場及び合格発表 

試験 月  日 会  場 合格発表日時  合格発表の方法 

第
一
次
試
験 

９月21日（日）  埼玉県内のいずれか

の施設で行う。 

 詳細は、別途埼玉県

警察ホームページに掲

示する。 

９月30日（火） 

午前10時 

 合格者に文書で通

知するほか、合格者

の受験番号を埼玉県

警察ホームページに

発表日の午前10時か

ら７日間掲示する。 第
二
次
試
験 

 10月４日（土）又は10月６日（月）のい

ずれか１日及び10月18日（土）から11月３

日（月）までのいずれか１日に、埼玉県警

察学校で行う。ただし、１都６県（東京 

都、埼玉県、千葉県、神奈川県、茨城県、

栃木県及び群馬県）以外に居住する者のう

ち希望するものは、身体検査に代えて医療

機関で実施した健康診断結果を埼玉県警

察採用センターに提出することができる。 

 詳細は、別途埼玉県警察ホームページに

掲示する。 

12月19日（金） 

午前10時 

５ 試験の対象となる職の概要及び給与 

 (1) 職の概要 

   個人の生命、身体及び財産の保護、犯罪の予防、鎮圧及び捜査、被疑者の逮捕、交通の

取締りその他公共の安全と秩序の維持の任務に従事する。 

 (2) 給与 

  ア 令和７年１月１日現在における初任給（地域手当を含む。）の例は、次表のとおりで

ある。 

区 分 採用（入校）時の初任給 



（100円未満切捨て） 

Ⅰ 類 

サイバー犯罪捜査Ⅰ類 
287,500円 

Ⅱ 類 

サイバー犯罪捜査Ⅱ類 

短期大学・専門学校卒 276,900円 

高  校  卒 262,400円 

  イ 一定の経歴がある場合は、前記アの金額に所定の額が加算されることがある。 

  ウ 前記アのほか、支給要件に該当する場合は、扶養手当、住居手当、通勤手当、期末・

勤勉手当等が支給される。 

  エ 採用時までに給与制度の改正があった場合は、それによる。 

６ 採用の方法 

   合格者は、採用のための意向確認後、欠員の状況等に応じて逐次採用される。 

   採用の時期は、令和８年４月１日（水）以降の予定である。 

７ 受験手続 

 (1) 試験案内の入手方法 

   試験案内は、令和７年３月１日（土）から配布する。 

   また、埼玉県警察ホームページにおいて、令和７年３月１日（土）から閲覧及びダウン 

  ロードが可能となる。 

 (2) 申込方法 

   インターネットにより、埼玉県電子申請・届出サービスにおいて、必要事項を入力の上、 

  申し込むこと。 

 (3) 受付期間 

    令和７年７月15日（火）午前９時から８月27日（水）午後５時までの間 

 (4) その他 

    インターネットで申込みができない場合は、埼玉県警察採用センター宛て問い合わせる  

   こと。 

８ 試験についての問合せ先 

  埼玉県警察採用センター 

  さいたま市浦和区高砂三丁目15番１号 

  埼玉県警察職員採用フリーダイヤル（0120-373514） 



埼玉県警察本部告示第18号 

 令和７年度埼玉県警察官（巡査）採用試験Ⅰ類（県外試験）及び令和７年度埼玉県警察（ 

巡査）採用試験Ⅱ類（県外試験）を次のとおり実施する。 

  令和７年２月18日 

                        埼玉県警察本部長 野 井 祐 一   

１ 試験の名称及び採用予定人員 

 (1) 令和７年度埼玉県警察官（巡査）採用試験Ⅰ類（県外試験） 

 宮城県（男性） ２人 

 (2) 令和７年度埼玉県警察官（巡査）採用試験Ⅱ類（県外試験） 

宮城県（男性） ８人 

２ 受験資格 

 (1) 日本国籍を有する者 

 (2) 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第16条の規定に該当しない者 

（3） 民法の一部を改正する法律（平成11年法律第149号）附則第３条第３項の規定により従

前の例によることとされる準禁治産の宣告を受けていない者 

 (4) その他次表のとおり 

試 験 区 分 学 歴 年 齢 

Ⅰ 類 １ 学校教育法（昭和22年法律第26号）

による大学を卒業又は令和８年３月ま

でに卒業見込みの者 

２ 前記１に該当する者と同等の資格が 

 あると認められる者 

平成２年４月２日以降

に生まれた者 

Ⅱ 類 
 

Ⅰ類に該当しない者 
 

平成２年４月２日から

平成20年４月１日まで

に生まれた者 

３ 試験の方法 

 (1) 第１次試験 

   教養試験及び論文（作文）試験とする。 

   なお、論文（作文）試験の評価は第２次試験において行う。 



 (2) 第２次試験 

   身体検査、体力検査及び人物試験とする。 

４ 試験の月日、会場及び合格発表 

 (1) 試験地 

 宮城県において実施する。 

 (2) 試験の月日、会場及び合格発表 

試 験 月日及び会場 合 格 発 表           

第１次 

試 験 

 宮城県と同一とする。  宮城県の発表後、合格者に文書で通知する。 

第２次 

試 験 

 宮城県の月日に合わせて

宮城県内で行う。 

 合格者に文書で通知するほか、合格者の受験

番号を埼玉県警察ホームページに発表日の午前

10時から７日間掲示する。 

５ 試験の対象となる職の概要及び給与 

 (1) 職の概要 

 個人の生命、身体及び財産の保護、犯罪の予防、鎮圧及び捜査、被疑者の逮捕、交通の

取締りその他公共の安全と秩序の維持の任務に従事する。 

 (2) 給与 

  ア 令和７年１月１日現在における初任給（地域手当を含む。）の例は、次表のとおりで

ある。 

区 分 
採用（入校）時の初任給 

（100円未満切捨て） 

Ⅰ 類 287,500円 

Ⅱ 類 
短期大学・専門学校卒 276,900円 

高  校  卒 262,400円 

  イ 一定の経歴がある場合は、前記アの金額に所定の額が加算されることがある。 

  ウ 前記アのほか、支給要件に該当する場合は、扶養手当、住居手当、通勤手当、期末・

勤勉手当等が支給される。 

  エ 採用時までに給与制度の改正があった場合は、それによる。 



６ 採用の方法 

  合格者は、採用のための意向確認後、欠員の状況等に応じて逐次採用される。 

  採用の時期は、令和８年４月１日（水）以降の予定である。 

７ 受験手続 

 (1) 受験申込用紙の入手方法 

試験案内及び申込書は、宮城県の人事委員会事務局及び宮城県警察本部警務課において

配布する。 

 (2) 申込方法 

申込書に必要事項を記入の上、所定の機関に提出すること。 

 (3) 受付期間 

宮城県と同一期間とする。 

８ その他 

 (1) この試験は、第１次試験の実施まで埼玉県警察本部と宮城県の人事委員会等が共同して

行い、第１次試験の合格者の決定以降を埼玉県警察本部が行うものである。 

 (2) 試験についての問合せ先は、次のとおりである。 

   埼玉県警察採用センター 

   さいたま市浦和区高砂三丁目15番１号 

   埼玉県警察職員採用フリーダイヤル（0120-373514） 
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